
令和７年度
介護保険サービス事業者等

集団指導

清水町保健福祉課介護保険係
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１ 指導監査について

(1)目的
町が指定する指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業所、
指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防事業所（以下「事
業者等」という。）に対し行う介護保険法（平成９年法律第123号。以下
「法」という。）第23条に基づく指導、第78条の７、第83条、第115条の17

及び第115条の27に基づく監査の実施方法について定め、介護給付等対象
サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的とする。

(2)指導方針
指導は、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭において、事業者等に対

し、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬の請求等に関する事項につい
て周知徹底を図ることを方針とする。
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(3)指導の方法
事業者等に対する指導の方法は、次に掲げるとおりとする。

①集団指導
対象となる事業者等に対し、介護給付等対象サービスの取扱い、制度改正の内容、過

去の指導事例等について、一定の場所に集めて講習等の方法により行う。なお、集団指
導に欠席したサービス事業者等には、当日使用した必要書類を送付する等、必要な情報
提供に努めるものとする。
②運営指導
対象となる事業者等の事業所において、関係書類の閲覧、関係者に対する質問等によ
り行う。

(4)実施頻度
①集団指導 年１回以上
②運営指導 原則、指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上。

ただし、居住系・施設系（地域密着型含む）サービスについては、これらが
利用者の生活の場であること等を重視し、３年に１回以上が望ましい。

(5)指導対象の選定
指導は、すべての事業者等を対象とし、重点的かつ効率的な指導を行う観点から、上記
の指導形態に応じて、次の基準を標準として対象の選定を行うものとする。
①集団指導の選定基準 原則すべての事業所等を対象をする。
②運営指導の選定基準
ア 新たに介護給付等対象サービスを開始し、又は入所定員を増加した場合等。
イ 国が示す指導重点事項に該当する事業者等。
ウ その他運営指導が必要と認める事業者等。
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(6)監査方針
監査は、法第78条の7、第83条、第115条の17及び第115条の27の規定に基づき、関係法
令等に定める介護給付等に係るサービス内容について不正または著しい不当が疑われる場
合等において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置を講ずることを方針とする。

(7)監査の方法等
監査対象となる事業所等を決定したときは、法に基づく指定地域密着型サービス事業者

等監査の実施について（第５号様式）により、次に掲げる事項を当該事業者等にあらかじ
め通知するものとする。ただし、緊急に監査を実施する必要があると判断した場合には、
監査の当日に通知を行うことができるものとする。
ア 監査の根拠規定
イ 監査の日時及び場所
ウ 監査担当者
エ 出席職員
オ 準備すべき書類等

(8)現況報告
当該年度の４月１日時点において、指導を受けている事業所等は、別に定める「介護保
険施設等現況報告書」を毎年５月末日までに町長へ提出するものとする。
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２ 令和５年度運営指導結果について

(1)運営指導対象事業及び実施事業所
※令和６年度は実施していないため、令和５年度の内容となります。

事業種別（本町指定・介護予防含む） 事業所数 実施事業所数

認知症対応型通所介護 １ －

小規模多機能型居宅介護 ２ －

認知症対応型共同生活介護 ５ ２

地域密着型介護老人保健施設入所者生活介護 １ －

地域密着型通所介護 １ －

居宅介護支援 ３ －

介護予防支援 １ －

合 計 １４ ２
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(2)運営指導に伴う指摘及び指導事例

〇重要事項説明書
・第三者評価の実施状況（実施の有無、事故発生時の対応、苦情処理の体
制）の記載なし

〇運営規程
・虐待の防止のための措置に関する事項の記載なし
・その他運営についての留意事項 定めておくことが望ましい事項の記載な
し（当該利用又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを
得ない場合に身体拘束等を行う際の手続きについて）
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３ 各種届出・報告について

(1)文書標準化について
令和６年４月１日より介護保険法施行規則の規定に基づき、介護事業所の指

定申請等に係る様式については、厚生労働大臣が定める標準様式によるものと
されました。提出の際は標準様式を使用してください。

(2)新規指定について
内容をお伺いしたうえで、必要書類等をご案内しますので、事前に役場へご
相談ください。書類を受理し内容審査後、有識者等からなる地域密着型サービ
ス運営委員会にて承認を得る必要がありますので、指定までに通常１か月程度
日数を要します。

(3)指定の更新について
事業所の指定については、６年間の有効期間が設けられており、事業を継続
するためには、６年毎に指定の更新手続きを行う必要があります。
指定有効期間満了日の概ね２か月前に必要書類等をご案内しますので、期日
までに書類の提出をしてください。（指定の更新は、本来、各事業所において
指定有効期間を把握し、申請するものであるため、ご案内前に準備を進めて提
出いただいても構いません。）
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(4)変更届について
変更があった日から１０日以内に提出してください。
ただし、添付書類が同時に出せない場合（登記事項証明書の変更手続きに時
間を要する等）は、添付書類の提出は後日で構いません。

(5)介護給付費算定に関する体制等の届出について
新たに指定を受ける場合や指定を受けた後、体制等に変更が生じた場合は、
届出の提出が必要です。
国民健康保険団体連合会への介護報酬の請求について、町に届出をしている
内容と請求内容が一致していない場合、返戻となり、介護報酬の支払いができ
ない場合があります。

※算定開始時期
毎月１５日までに届出：翌月から算定開始
毎月１６日以降に届出：翌翌月から算定開始

(6)協力医療機関に関する届出について
令和６年度介護報酬改定に伴い、高齢者施設等と医療機関の連携強化を図る

ため、年に１回以上、協力医療機関と入所者の急変時の対応を確認するととも
に、当該医療機関の名称や取り決めの内容等を指定権者に届け出ることが義務
付けられました。協力医療機関との連携に係る義務付けの適用については、令和
９年３月３１日までは努力義務とされていますが、当該届出については、経過措
置期間に関わらず、１年に１回以上提出する必要があります。毎年度３月３１日
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(7)住宅改修及び福祉用具販売における受領委任払いについて
従前まで、利用者本人がいったん費用の全額を支払い、その後に申請をして
保険給付分（９から７割）の支払いを受ける、「償還払い」を原則としてきま
した。
しかし、上記の場合、利用者の負担が一時的に大きくなってしまうため、令
和７年４月より、支払いを初めから１から３割で済むよう「受領委任払い」を
原則としました。（従前どおり、「償還払い」による申請も可能です。）
福祉用具販売における「受領委任払い」を利用する場合は、町による事前確
認が必要となりますので、購入前に申請書の太枠内を記入の上、提出してくだ
さい。
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(8)指定申請等に係る電子申請届出システ
ムの導入について
介護保険法施行規則が改正され、介
護サービスに係る指定及び報酬請求
（加算届含む）に関する申請届出につ
いての手続きは原則として本システム
を使用する旨等が規定され、経過措置
期限である令和８年３月３１日までに
全ての地方公共団体において本システ
ムを利用開始する必要があります。
本町においても、右記町HPのとお
り令和６年１１月より本システムによ
る受付を開始しています。やむを得な
い場合を除いて、原則電子申請をご利
用いただきますようお願いいたします。
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